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1――はじめに 

 

2024 年 3 月 25 日、欧州委員会は Google（Alphabet）、Apple、Facebook（Meta）、Amazon の行為に

ついて、デジタル市場法（Digital Market Act、DMA）18条（不遵守調査）に基いて、不遵守があるか

どうかの調査、その他の情報収集を実施することを決定したと公表した。 

DMAは 2023年 5月に施行されたデジタルプラットフォームに対する規則で、欧州におけるプラット

フォーム間の競争可能性(contestability)を確保し、不公正な行為を規制するものである。詳細は基

礎研レポート「EUのデジタル市場法の公布・施行 Contestability の確保」1をご覧いただきたいが、

競争法（欧州機能条約 102条）違反を事前に防止することに主眼を置いた規則である。EUにおいて規

則とは、指令(Directive)とは異なり、各国で立法しなくとも（この場合では）各国事業者に対して直

接に効果が生ずるものである。 

 

2――不遵守調査の対象 

 

1｜Alphabet と Apple の誘導ルール(Steering rules) 

欧州委員会は Alphabet（Google）と Appleに対して、外部のウェブへの誘導ルールについて調査を

開始した。根拠条文は 5条 4項である。5条 4項は「GK（Gate Keeper、上記 4社のほか ByteDanceと

Microsoftが指定されている）は、ビジネスユーザーが GKの CPS(Core Platform Service、GKの運営

するプラットフォームのうち欧州委員会によって指定されたもの)で獲得したエンドユーザーに対し

て、CPSあるいは他のチャネルを利用して、GK の CPSでの条件と異なる条件で行うことも含め、エン

ドユーザーとビジネスユーザーとが通信し、勧誘を行って契約を締結することを無料で認めなければ

ならない」とする。 

 
1 https://www.nli-research.co.jp/files/topics/72386_ext_18_0.pdf?site=nli 参照。 
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いわゆるアンチステアリング条項に係る条文である。具体的には Alphabetは Android端末の Google 

Play、Appleは iOSの App Storeというアプリストアからダウンロードしたゲームや音楽のアプリに

ついて、そのアプリのコンテンツをアプリ外で購入し、支払うことができるようにしなければならな

いというものである。 

 

2｜Alphabet の自己優遇防止措置 

欧州委員会は Alphabetの Google検索結果が、Googleの川上の検索サービス（Google Shopping； 

Google Flights； Google Hotels）を、競合社の検索サービスよりも優遇しているかどうかを決定す

るために調査を開始した。 

根拠条文は 6条 5項であり、「GK は GK 自身によって提供されるサービスや製品に関するランキン

グと、それに関連するウェブサイト索引付与と巡回(indexing and crawling)について、類似する第三

者のサービスや商品より有利に取り扱ってはならない。GK はランキング付与等にあたって透明性、公

平性および非差別的条件を適用しなければならない」とするものである。 

 

3｜Apple の利用者選択義務 

欧州委員会は、Appleに対して①iOS(Appleのオペレーティングシステム)上のアプリを容易にアン

インストールできること、②iOS上の既定の設定を容易に変更できること、③iPhone上の閲覧ソフト

や検索エンジンなどの既定の設定を効果的かつ容易に変更できるように利用者に対して変更画面を自

動的に立ち上げることの 3点に関して遵守しているかどうかの調査を開始した。 

根拠条文は 6条 3項であり、「OS 上のソフトウェアアプリを技術的に削除可能とすべきであり、エ

ンドユーザーが容易に削除できるようにすべきである。（中略）また、GK は OS 初期設定、特にオン

ライン検索エンジン、バーチャルアシスタント、ウェブブラウザといった機能であって GK が提供す

るサービスを利用するように仕向ける設定について、変更することを容認し、かつ技術的に容易に変

更できるようにすべきである。（後略）」とするものである。 

 

4｜Meta の”pay or consent” 

欧州委員会は Metaが最近導入した「支払うか同意せよ」について調査を開始した。 

該当条文は 5条 2項であり「（前略）GKは CPSから得られた個人情報を、他の GKの CPSあるいは第

三者のサービスから得られた個人情報と統合してはならない（中略）ただし、これらの義務は他の選

択肢を示されたうえで同意をした場合には適用されない。」とするものである。 

欧州委員会は個人情報の利用について同意しなければ、金銭支払いを要求する方式は、利用者から

真に同意を得ていると言えるのか疑義を抱いている。 

 

5｜その他の情報収集事案 

欧州委員会は市場調査権限(16条)を利用して、以下の情報収集を開始した。 

(1)Amazonは Amazon Storeにおいて自社ブランドの優遇をしているかどうか(6条 5項関係、上述)。 

(2)Appleの代替アプリストア(App Store以外のアプリストア)への契約項目と条件が 6条 4項の規
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制目的を無視したものではないか(6条 4項関係)。なお、6条 4項は「GKはその OSを利用また

は相互運用する第三者のアプリ及びアプリストアをインストールすることを許容し、効果的に

利用することを技術的に可能にしなければならない。（後略）」とするものである。 

また、欧州委員会は Alphabet、Amazon、Apple、Meta、Microsoftに対して書類保管命令を出した。 

さらに Metaの Facebook Messengerについて 7条 3項の相互運用義務遵守について 6か月の延長を

許可した。 

 

3――おわりにかえて 

 

上記のうち、欧州委員会が調査を開始したもの（本文 2 の 1｜～4｜）については 12 カ月以内に結

論を出す計画である。調査の結果、違反が裏付けられた場合には、欧州委員会は GKに対して暫定的な

見解とどうすれば欧州委員会の懸念点を解決できるかの方法について説明を行う。GKは確約計画など

で違法状態を解消する機会があるが、最終的に DMA違反認定される可能性がある。 

違反と認定された場合には、欧州委員会は全世界売り上げの 10％までの制裁金を科すことができる。

違反が繰り返された場合には 20％までの制裁金を科すことができ、事業売却や買収の禁止などの命令

を出すことができる。 

 


